
 

 
 

中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律等の一部を  

改正する法律案の概要＜承継円滑化法＞ 
平成２７年３月 

経 済 産 業 省 

 

中小企業基本法等で掲げられた事業承継の円滑化を実現する施策を措置す

るため、「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（平成 20年法律

第 33号）」、「小規模企業共済法（昭和 40年法律第 102号）」、「独立行政法人

中小企業基盤整備機構法（平成 14年法律第 147号）」の３法を改正する。 
 
 

 

（１）中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律の一部改正 

 ①遺留分特例制度の対象を親族外へ拡充 

対象が親族内承継に限定されている遺留分特例制度（※）について、親族

外承継の際にも適用できるよう、制度を拡充する。 

 （※）後継者が、経営者から贈与を受けた株式について、事前に後継者以外の親族と合意

し、経済産業大臣の確認を受けることにより、遺留分放棄の法的確定に係る家庭裁

判所の申請手続を単独で行うことが可能となる制度。 

 ②独立行政法人中小企業基盤整備機構による事業承継サポート機能の強化 

  独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」。）が、事業承継

に係る計画的な取組を後押しするため、経営者、後継者等に対して必要な助

言を行えるようにする。 
 
（２）小規模企業共済法の一部改正 

個人事業者や会社等の役員が、廃業・退職後の生活の安定等を図るための

資金として積み立てを行う小規模企業共済制度を見直す。（中小機構が実施） 

 ①小規模企業者の事業承継の円滑化 

小規模企業者の事業承継の円滑化を図るため、個人事業者が親族内で事業

承継した場合や６５歳以上の会社役員が退任した場合の共済金を引き上げる。 

 ②小規模企業の経営状況に応じた掛金の柔軟化 

小規模企業共済制度の利便性向上を図るため、掛金の変更を柔軟にする。 
  
（３）独立行政法人中小企業基盤整備機構法の一部改正 

 ①中小機構による事業承継サポート機能の強化（再掲） 

 ②中小機構による「申込金」に係る金融機関への委託業務の廃止 

共済加入時の「申込金」を手続き面の簡素化の観点から廃止する。 
 
 

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日 
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